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中国北京市の歴史的町並み保存事業において日本的補助金制度を導入する可能性 

－北京市阜成門大通り保存地区を事例として－ 
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–A case study of Fuchenmen historic area in Beijing－ 
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The economic reform of the past few decades has physically transformed China’s cities. The private 
ownership of real estate property has been rising gradually from the long sustained years in socialist ownership 
policy after 1949, and the transformation of property ownership in the urban area influenced the system of 
urban development. This paper focuses on policy reorientation of the restoration plan in the historical cultural 
areas in Beijing, China, which explores how to carry out the restoration planning from a new viewpoint of 
promotion of public participation that has been stipulated in the text of a new ordinance of Beijing government 
(2003). As a result of this study, this paper indicates possibility of the new introduction of subsidy system for 
restoration to Beijing local government, which is referred to the case of the historical townscape preservation 
in Japan. 
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1.研究の背景と目的 
中国においては社会主義市場経済の下、大都市の急

速な成長に伴う大規模な開発活動が行われているが、

歴史的文化遺産の保存及び利活用も中国政府が大き

な関心を持つ問題となりつつある。1980年から北京市

人民政府は、大規模な開発事業を進めると共に、歴史

的市街地の居住環境整備問題を取り上げ、歴史的町並

み保存計画(以下保存計画)を立案し、保存事業を行お

うとしている。なお、2008年に開催されるオリンピッ

ク大会の影響で、北京市人民政府は歴史的文化都市の

象徴となる保存事業を加速的に進めている。このため、

2000年7月から北京市都市計画委員会は統一的な保存

計画の基準を制定し、北京市旧城 25 ヵ歴史的町並み

保存地区において、現状調査と保存計画を行った。し

かし、保存計画実施の具体的な内容がまだ決められて

おらず、保存事業はあまり進んでいない。 

既存研究では、第一に計画制度の考察1）〜3）において、

歴史文化名城保存計画の位置づけを明らかにし、中小

規模都市の保存制度の比較や財政補助の仕組みの考察

が行われ、保存事業は地方財政が中心で行われている

ことを示した。第二に計画策定について、北京市、西

安市や蘇州市歴史的町並み保存地区の考察4)について、

歴史的空間形態の保存と計画課題が多くみられる。林

ら5)、谷村ら6）と王ら7）研究では大都市の歴史的市街地

において、外来人口の流入により、人口密度が高く、

歴史的建造物が住居として使われ、老朽化や破壊が進

んでいる実態が明らかにされ、密集住環境整備も重要

な計画課題であることがわかった。第三には 2003 年に

「北京市歴史的町並み保存地区の事業の進め方に関す

るいくつかの規定」に基づいて、沈ら8）により、既存

計画案と新しい条例との整合性についての検証を通じ

て、住民主体で保存事業を進める方法を検討した。こ

れらの計画制度と計画策定に関する研究考察で、計画

実施には、補助金制度の確立が重要な課題であるとい

う指摘もなされたが、関連した研究はほとんどなされ

ていない。 
先進国の都市計画制度を参考とし、比較的完成度が

高い計画制度の一部を発展途上国の計画制度の仕組み

に導入することにより、その国の計画制度を改善する

ことが可能である。ただし、導入には、既存計画制度

との整合性があり、計画策定と計画実施上において計

画目的の達成に効果があるということを確認する必要

がある。日本の歴史的町並み保存事業では、一定基準

を設定して修理・修景の補助を行うことが中心であり、

中国に比べ比較的完成度が高い計画制度といえる。中

国北京市の歴史的町並み保存事業を進めるには、こう

した日本の補助金制度を導入することで、計画策定と

実施上の問題点の改善が図られるかどうかを検証する

ことが必要である。 

本研究では、既存研究を踏まえて、保存事業があま

り進まなかった北京市の事例を取り上げ、日本におけ

る補助金制度の経験に基づいて中国における歴史的町

並み保存計画制度の仕組みを整理し、保存事業の実施

における日本的補助金制度の導入についての可能性を
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考察しようとするものである。 

 
2.研究の方法 

補助金制度の導入の可能性を検討するため、以下の

方法で分析する。①北京市保存計画の策定の根拠とな

る関連保存政策を調べ、計画実施の問題点を整理し、

補助金制度の導入の重要性を明らかにする。②日本に

おける歴史的町並み保存地区の修理・修景の経験を参

考にし、中国の関連法制度の仕組みを整理した上で補

助金制度の導入における法的体系との整合性を検証す

る。③補助金制度を導入するには、既存の保存計画策

定上の方法をどのように見直すべきか、事例地区の四

合院の実態に基づく実施の可能性を検討する。以上に

より、補助金制度の導入の可能性を実証する。 

なお、北京市都市計画委員会が策定した旧城25ヵ歴

史的町並み保存地区のうち、18号地区「阜成門内大通

り歴史的町並み保存地区の保存計画」（阜成門地区）を

事例として、清華大学、中国科学院北京建築設計研究

所との共同研究を通じて、2002～2003 年に現地調査、

関連計画や条例の資料収集を行った。空間データ分析

の際、中国科学院北京建築研究所の調査 CAD と

EXCEL データを GIS に導入して作成したデータベー

スを用いた。 

 

3.北京市歴史的町並み保存事業に関する法制度の仕

組み 

1980年代に制定された「中華人民共和国文化財保護

法」において、「歴史文化名城」保存の計画制度が誕生

した。さらに1984年の「都市計画条例」において、名

城保存計画は都市総体計画の一部とされ、指定された

「歴史文化名城」における、歴史的町並み保存は都市

計画事業として進められるようになった。 

1982 年に北京市は「歴史文化名城」として指定され

た。1980 年代から、北京市は歴史的町並み保存事業を

進めてきたが、事業地区では、借家人が多く、建物の

違法増築と老朽化のため、保存事業とともに居住環境

整備事業も必要である。表１は、北京市歴史的町並み

保存事業に関する法制度と条例を示している。2003 年

まで、北京市の総体計画において歴史文化名城計画が

策定されているが、歴史的町並み保存事業を対象とし

た法律や条例などが未整備であった。そのため、保存

計画を立案しても、保存事業の実施のための法的根拠

がなかった。保存事業も一般的な居住環境整備の都市

計画事業と同じく、「北京市における建物の取り壊しと

移転に関する条例」によって行われている。事業地区

において、居住環境整備を行うには、多くの住民が地

区外へ転出する必要がある。2003 年の「北京市歴史的

町並み保存事業の進め方に関するいくつかの規定」と

いう新条例により、重要伝統的建造物と歴史的価値が

ある建築物は、所有者が修理と修繕の費用を負担する

ことになった。この条例において、事業を進めるには

関連補助が不可欠とされているが、補助金制度につい

て具体的な規定はなかった。  
このように、北京市の新しい条例は、補助に関連し

て具体的な規定はみられないが、重要な政策を提示し

たと評価できる。次節では、補助金制度の導入の検討

のため、日中の歴史的町並み保存事業制度の比較を行

う。 
4. 日中における歴史的町並み保存制度の比較 
日本では、歴史的町並み保存事業を進行させるため、

条例による助成措置が整備され、保存事業で重要なも

のとして位置づけられている。このため、日本の補助

金制度の仕組みを整理するとともに、中国の歴史的町

並み保存条例による仕組みについても整理して対比す

る。 
 

【表-1】北京市歴史的町並み保存事業に関する法制度と条例 

件名 例規種別 目的・概要

北京市における文化財保
存に関する管理条例
(1987.6.23成立，
1997.10.16改定)

北京市人
民代表大
会条例

「中華人民共和国文物保護法」の関連法案を
実施するために、地域の実態に基づいて，文化
財の保護と管理を強め、本条例を定めた。

北京市における文化財保
存範囲及び計画コントロー
ル地区の管理規定
(1987.11.13)

北京市人
民政府規
則

「中華人民共和国文物保護法」と「北京市文化
財保護管理条例」を実施するため、文化財保存
及び保存範囲、計画コントロール地区の管理を
強め、本規定を定める。

北京市文化財について工
事の監督管理に関する規
定(1987.11.13)

北京市人
民政府規
則

文化財に関して工事の質を監督する、監督管
理のプロセス、内容、方法を統一させ、「北京市
建設工事質量条例」及び関する条例に基づき、
本規定を定める。

北京市における文化財建
造物の修繕及び管理に関
する方法(1989.7.31)

北京市人
民政府規
則

文化財建造物の保護及び修繕を強め、「北京
市文化財保護管理条例」に基づき、本規定を定
める。

北京市旧城25ヵ歴史的町
並み保存地区の計画策定
に関する答申(2002.2.1)

北京市人
民政府規
則

北京市25ヵ歴史的町並み保存計画の計画策定
に関して、作成方法を説明する。

北京市における歴史的町
並み保存地区の保存及び
修繕の事務に関する規定
(2003.11.18)

北京市人
民政府条
例

この条例は、「北京市歴史文化名城保護計画」
と「北京市25地区歴史文化名城保護計画」に基
づき、北京市保存地区の歴史的建造物の保存
及び修繕のための措置を確保し、工事の規定
に関して必要な事項を定める。

北京市における歴史文化
名城条例（仮案）(2004.3.1)

北京市人
民政府条
例

北京市の伝統的建造物の修繕、歴史的環境保
全のために、関連の条例を規定する。

北京市の歴史町並み保存
地区における法人及び個
人による四合院等の購入
に関する規定(2004.4.1)

北京市人
民政府条
例

北京市における歴史的町並み保存地区の四合
院等建物の保存事業について、法人と個人が
保存事業を行うために、本規定を定める。

 

 
4-1  日中における歴史的町並み保存制度の仕組み 

日本の補助金制度を整理するため、文化庁で制定さ

れた「伝統的建造物群保存地区(以下、伝建地区)制度関

係法令集」から国庫補助要項の内容、および、事例として

の今井町の補助金交付要綱を参考して補助金制度の仕

組みを図 1 のようにまとめた。また、日本の仕組みに対応

させ、「北京市歴史的町並み保存地区の事業の進め方に

関するいくつかの規定」等の関連条例による仕組みを

同じ作成方法で図 2 のように整理した。 

日本の伝建地区における補助金制度は明確に位置づ
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けられている。補助

対象、補助対象事業、

補助事業者という概

念も定義され、条例

で補助者と補助対象

事業者の責任が明確

に規定されている。

補助交付に関する事

項は保存事業の内容

の実行との関連性が

強く、保存事業の実

施可能性が保証され

ている。なお、補助

に関して、修理と修

景の概念が定義され

ており、修理は伝統

的建造物群を構成し

ている建築物やその

他の工作物の修理事

業とされており、修

景は伝統的建造物以

外の建築物やその他

の工作物の修景事業

とされている。 

中国では、これら

の定義がないが、歴

史的町並み保存地

区の関連法制度の内

容を整理し、これらの

定義に合わせてまと

め、中国と日本を比

較してみた。日本に

おいて、補助対象事

業については、伝統

的建造物と一体をなす環境を対象として保存事業及び

保存対策の調査と防災計画策定を含み、保存事業の全

過程を指すものである。中国の歴史的町並み保存地区

の整備事業は、法的には都市計画事業として取り込ま

れ、保存事業だけではなく、居住環境整備事業として

取り込むことも可能である。 

都道府県・
市町村

補助対象

国選定の重要伝統的建
造物群保存地区の建造

物及び工作物

国指定の重要文化財

市町村指定の伝統的建
造物群保存地区の建造

物及び工作物

国(文化庁)

補助事業者

伝統的建造物及び工作物
の修理事業（改築・増築・
移転と外観の修繕又は模

様替）

伝建地区の歴史的風致を
維持するための修景

保存のため、伝建地区内
における建造物及び敷地
を買上げるが必要な経費

文化財保存

文化財保存

補助金交付

補助金交付

補助金交付

提出
申請書類：工事
図面・仕様書及
び見積書・現況
写真・建築物及
び環境物件の所
有者の証明書・
市長の認める書

補助金の額
について：
最高限度額
と補助基準

別表工事施行

補助者

都道府県・市町村指定
の文化財

補助対象事業
伝建地区保存事業

伝建地区の管理施設の
整備

伝統的建造物以外の修
景事業（新築・改築・増築・

移転又は除却）

保存対策と防災計画の調
査及び計画策定

報告

実積報告・現状
変更の報告

補助金の返還

不正の手段、
承認を受け
ていない現
状変更、要綱

の違反

審査

国(文化庁）

法人

地方

公共団体

個人

補
助
金
交
付

 
【図-1】 日本における補助金制度の仕組み 

補助対象 補助事業者 補助者

国指定の文化財

保存地区の工作物

保存地区伝統建造物

文化財の保護・修繕・復原

居住環境改善のための都市
基盤整備(道路拡幅、下水

道整備等）

違法建築物の取り壊し

人口減少策・地区外へ移転

伝統建造物の保護・修理

非伝統建造物の修景
個人

開発事業者

政府

住民から移転住宅による補償あるいは
金銭による清算の申請

補助対象事業
歴史的町並み保存事業

補償対象事業
居住環境整備事業

保存地区の非伝統建物

移転の住民

移転の法人

市指定の文化財

政府

政府

補助金交付

優遇措置(土
地開発等）

文化財に住む法人及び住民の
移転について補償の申請

伝統的建造物及び工作物の修理
について政府の補助を申請

補償対象

文化財保存

法人

補償者

補償

補償

 
【図-2】 中国における歴史的町並み保存制度の仕組み 

 日本では補助者について、国指定の文化財の場合は

国が補助者となり、都道府県・市町村指定の文化財の

場合は地方公共団体が補助者となる。補助の負担者が

明確に定められている。中国では指定文化財は政府が

補助者であり、伝統的建造物について、新条例では、

所有者が修繕の費用を負担するが、政府は所有者に補

助する。 

日本では補助事業者について、伝統的建造物の所有

者、文化財の所有者又は文化財の管理を行うべきもの

として指定された地方公共団体及びその他の法人であ

り、補助者から補助を受けて保存事業を進めるもので

ある。同じように、中国の場合、補助事業者は政府、

法人や個人もありえる。 

以上のように、日本の保存事業の概念を用いて、中

国と日本の事業制度を比較してみた。全体的にみれば、

日本と中国において、類似した仕組みが存在している

ことがわかる。このため、補助金制度は中国の既存都

市計画制度との整合性があるといえる。なお、中国に

おいて補助金制度の詳細がまだ具体的に定められてお

らず、対策としての修繕、修復や更新などの措置があ

るが、修理修景の概念は存在していない。 
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4-2 保存事業の実態と補助金

制導入の問題点 

補助金制度を導入するには中

国の実態に対応させて検証しな

ければならない。 

まず、中国では法的変遷によ

り、保存事業は複雑な権利関係

に直面している。中国の住宅の

権利関係について1950-60年に

公有化(社会主義改造)が行われ

たが、その後、1980年代に私有

化に戻った。法では、権利関係

の概念が明確に定義されている

が、実態は異なる時期の政策に

より、行政の管理資料が混在し

ているので権利者の確定が難し

く、紛争が多発している。保存

事業を行う場合、補助対象の確

定のため権利関係の整理が急務

である。 

第二に中国の歴史的町並み保

存地区での補助対象事業は、伝

統的建造物の保存であるが、居

住環境整備事業である補償を行

う事業も存在しているので、違

法建築物の取り壊しと保存地区

の住民転居などの補償も保存事

業には不可欠である。実態とし

て、保存地区では、地方や農村

からの借家人が多く、人口密度

が非常に高くなっている。しか

も違法増改築が行われ、不良建築物の取り壊し及び住

民の適正な転居などの居住環境整備の問題が保存事業

の実施に関して大きな課題となっている。 

 

【図-3】 事例地区における修理修景の対策 

 

【図-4】 事例地区の権利関係 

第三に2003年の新条例によれば、補助対象の確定方

法がまた確定されていないが、伝統的建造物の保存に

は補助が必要とされた。実態としては、伝統的建造物

の所有者が修繕の責任を負うが、費用が大きく、居住

環境も悪いので、所有者は自分で保存する意識があま

りなく、むしろ居住環境整備事業の実施に期待し、地

区外移転を望む。しかし、居住環境整備を行う場合、

住民転居の補償金は大きく、開発者の利益を考慮する

と開発可能性は小さい。 

このように中国における事業地区での伝統的建造物

の保存には、居住環境整備という前提が存在するため、

保存事業の実施が困難である。このため、保存事業の

実施には、権利関係の管理、持家の私有権の保護、借

家の居住権問題も考えなければならない問題である。

日本から補助金制度の経験を導入するには、権利関係

の整理や補助対象の確定は保存事業の実施の基本的条

件といえる。 

 
5.補助金制度の導入と計画の策定・実施の課題  
日本の補助金制度では補助者、補助事業者などの概

念が明確に定義されており、補助については修理修景

を中心にしていることがわかった。補助金制度の確立

という視点からみると、保存の対象と対象でない対象

を明らかに区別し、保存の対象に対する修理、保存で

はない対象に対する修景の計画案とその補助策を提案

することが必要である。 
本節では、補助金制度を導入した場合、事業の関係

者、修理修景の対象の確認、さらに計画目的の達成に

は、計画の作成と実施でどのような改善がみられるの

かを検証する。 

 
5-1阜成門内大通り歴史的町並み保存地区の計画策定 

- 70 -



  （社）日本都市計画学会 都市計画報告集 No. 6 2007 年8月 
        Reports of the City Planning Institute of Japan, No. 6, August, 2007

 

 

 

本節では、本研究の事例地区である阜成門内大通り

歴史的町並み保存地区を取り上げて検討する。 

日本の修理と修景の方式からみて、制度的に補助金

制度を導入するには、計画作成のための明確で統一的

な修理修景の定義が必要である。既存計画案において

「統一基準」が定められており、その根拠は北京市都

市計画委員会が策定した「計画要求書」であり、「北京

市歴史的市街地25ヵ地区保存計画に関する回答」に付

属している計画内容である。計画者は「統一基準」に

基づく、保存事業地区の調査、現状分析及び保存事業

整備の計画案の作成を進める。 

 

1)既存計画案の策定における統一基準 

「統一基準」については主として歴史的町並み保存

地区の土地用途分類、居住人口密度、建造物価値の分

類、建築様式等がある。建造物の価値と歴史的な価値・

伝統的意匠に基づいて、保存(保存)と建て替え (更新)

が決められている。建造物価値については、構造的維

持状態として、良い、普通、悪いがあり、建築様式と

して、文化財、重要伝統的建造物、伝統的建造物、保

存地区の歴史的景観と調和する現代建築、調和してい

ない現代建築として定義されている。 

建築様式の分類定義についても、実際、2003 年 11

月に公布された新しい条例では、建築様式の分類が６

つあるが、「統一基準」では、５つのカテゴリーしかな

く、カテゴリーの中身はほぼ同じである。なお、25地

区の保存計画案では異なる計画者によって建築様式の

定義を独自に変更している地区もある。すなわち、歴

史的町並み保存地区の範囲内における建築様式の定義

は、計画要求書の「統一基準」で提示されている。計

画案の作成において、計画者は、「統一基準」を理解し

た上で、地区の特徴に合わせ、定義されたカテゴリー

を組み合わせて使っており、統一されていない。 

しかし、建築様式の定義は、伝統的建造物の修理修

景に直接的な影響があるものであるが、権利関係が複

雑であり、制度上は、計画の実施が保証されない。財

政的補助を行うことにしても、補助対象が不明となり、

補助基準も定めにくいと考えられる。 

このように、中国の保存計画の「統一基準」では、

地区の複雑な権利関係などに触れていなく、計画実施

の可能性が問われている。建築様式の分類などに加え

て、権利関係の整理に基づく補助対象を確定できれば、

日本の修理修景の方式を適切に導入でき、計画実施の

可能性が高くなると考えられる。 

 

2) 修理修景からみた計画策定の見直し 

図３示すように、事例地区の各四合院に対して、「統

一基準」に基づいて整理すれば、計画対策の区分がで

きる。第一に重要文化財として指定されている場合、

文化財の保存事業の範囲となる。第二に住民が主体と

なり伝統的建造物の保存修繕、修景などを行うべき範

囲であれば、歴史的町並み保存事業の範囲である。第

三に文化財や伝統的建造物ではなく、取り壊しや移転

を行うべき範囲であれば、居住環境整備事業の範囲と

なる。北京市の既存規定(1)によると、居住環境整備す

べき地区が連続した面積が4haを超える場合、「統一開

発」を行う必要がある。その場合、「統一開発」事業と

個別居住環境整備事業を区別する必要がある。 

修理修景の観点から四合院の計画対策を整理してみる

と、文化財ではない四合院は、登録されている重要伝

統建造物と一般的伝統建造物である。重要伝統的建造

物は文化財ではないが、市文化局に登録されているも

のであり、重要伝統的建造物の庭と建物の外観を維持

するために、原則として復原修理などを行うべきもの

であり、修理の範囲である。一般的伝統建造物は、建

て替えもあるので、修景の範囲となる。すなわち、歴

史街並み保存事業の範囲には、修理と修景の対象が存

在する。 
 

【表-3】 私的重要な伝統的建造物の修理 
四合院
番号

所在地 用途 計画用途 権利
関係

保存
状態

修理物件 保存
樹木

1 前抄手胡同 居住 商業 私 普通
2 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 垂花門 あり
3 青塔胡同 居住 商業 私 普通 木装修
4 宏大胡同 居住 商業 私 普通 あり  

 
【表-4】 私的一般伝統的建造物及び工作物の修理 

四合院
番号

所在地 用途 計画用途 権利
関係

保存
状態

修理物件 保存
樹木

1 六合胡同 居住 居住 私 悪い 門庁
2 青塔胡同 居住 商業 私 普通 木装修
3 東廊下胡同 居住 商業 私 普通 民国立面
4 六合頭条 居住 居住 私 悪い 門扇
5 阜成門内大街 商住 居住 私 悪い 窗雕精美
6 宮門口東岔 商住 商業 私 普通 門 あり
7 前抄手胡同 居住 学校 私 普通 門扇門敦 あり
8 宮門口三条 居住 商業 私 悪い 門
9 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 門墩

10 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 門墩 あり
11 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 民国門 あり
12 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 門扇
13 羊肉胡同 居住 商業 私 悪い 木窗 あり
14 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 民国門 あり
15 羊肉胡同 居住 商業 私 普通 垂花門 あり
16 東教胡同 居住 商業 私 普通 門
17 七賢巷 居住 居住 私 悪い 門 あり
18 宮門口四条 居住 居住 私 悪い 門扇
19 宮門口四条 居住 商業 私 普通 門雕付石 あり
20 宮門口四条 居住 商業 私 悪い 門墩
21 阜成門内大街 商住 商住 私 悪い 老木門
22 宏大胡同 居住 商業 私 悪い 城磚 あり  

 
「統一開発」の場合、開発者がいるので、修景の要

求を中国の地区詳細計画で具体的に規定することが可

能であり、補助対象として考える必要がない。個別居

住環境整備事業の範囲では、四合院が取り壊しの対象
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【表-2】 建築様式と権利関係の関係 

文化財 5 0.1% 5 0.1%
伝統的建造物 54 1.4% 2 0.1% 26 0.7% 8 0.2% 4 0.1% 94 2.4%
調和現代建築 735 19.0% 153 4.0% 684 17.7% 12 0.3% 81 2.1% 1665 43.0%
現代建築 1055 27.3% 113 2.9% 644 16.6% 15 0.4% 235 6.1% 2062 53.3%
不明 44 1.1% 44 1.1%
総計 1891 48.9% 268 6.9% 1352 34.9% 35 0.9% 324 8.4% 3870 100.0%

公 公私 私 法人 不明 総計

 

 

 

 
【図-5】 修理修景対象の権利関係 

 

【図-6】 私的四合院の修理範囲 

 

 
【図-7】 私的四合院の修景範囲 

となるので、その後、元住民もしく

は新しい入居者が四合院の土地使用

権を獲得し、居住環境整備のため、

改築・新築を行う。歴史的町並み保

存地区の環境保全のために、新築と

改築には歴史的町並み保存地区の修

景の要求に合わせる必要がある。こ

の部分は保存事業の修景対象になり

うるので、修景補助の適用範囲と考

えられる。 

 
5-2  補助金制度の導入と計画実施 

図４に地区の権利関係を示してい

る。新しい条例によると、権利関係

の所有者が公である場合、補助の必

要がない。そして、法人の場合は政

府から援助はない。このため、公と

法人所有者による保存の費用が自己

負担となり、本研究の検討の範囲外

である。私的所有者に対して補助を

行うことのみである。図5に示す、

私的所有者に対する保存事業の修理

と修景の範囲となる。 

表2に、に示すように、中国科学

院建築設計研究院が行った阜成門大

通り歴史的町並み保存事業地区の調

査では、建築様式と権利関係のデー

タが整理されている。地区全体では、

所有者が「公」である四合院は約半

数で、補助対象となる「私」の場合

は約3分の1である。 

 

1)補助となる修理対象の確定 

現地調査データを用いて、日本の

ように伝統的建造物、工作物に分け

ることができる。工作物について、

私的所有の四合院に存在するものを

ピックアップすることで、修理対象

を確定できる。このため、補助の対

象となるのは伝統的建造物と工作物

である。これらの対象について、表

３と表４にまとめている。事例地区

では、私的所有権の伝統的建造物は

26 件あり、補助の対象となる必要が

ある。そのうちの重要伝統的建造物

は 4 件ある。 

GIS 上で、補助対象となる可能な

物件を検討し、修理の対象をピック
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アップした。図６は、「歴史的町並み保存事業」の事業

範囲で修理建築の分類を示したものである。 

 

2)補助となる修景対象の確定 

歴史的町並み保存地区において、一般伝統的建造物

の増改築があり、歴史的町並み保存地区の修景基準に

合わせる必要がある。この部分は修景補助の適用範囲

と考えられる。 
個別居住環境整備事業の範囲では、四合院は取り壊し

の対象となるので、その後、元住民もしくは新入居者

が四合院の土地使用権を獲得し、居住環境整備のため、

改築・新築を行う。新築の私的所有者を対象として、

修景事業の補助対象を適用できる。新築には、主とし

て正面の外観等をその地区にふさわしい形態にするた

めの新築とし、保存地区に定める修景基準による新築

を行う。新築以外には、主として正面の外観等維持す

るための修景とし保存計画に定める修景基準による改

築を行う。修景対象として、立面修繕、増改築及び取

り壊しの対象は、図７により把握できる。  
 以上では、補助金制度の適用対象となる地理的範囲

を判定してきた。判定された地理的範囲において、補

助金制度の導入のため、北京市都市計画局が作成した

計画案に基づいて、修理と修景の補助対象の抽出を行

った。計画策定の見直しの結果からみて、実際の権利

関係が明確に整理されていれば、修理修景の方針に基

づく計画実施の方法は、既存計画案に比べ、非常に明

確になることがわかった。 
 
６．結語 
 中国において歴史的町並み保存事業を進めるにあた

り、日本の補助金制度の導入が重要な課題として指摘

されている。本研究において中国における保存事業の

計画制度の整理や保存地区の事例研究を通じて下記を

明らかにした。 
第一に、実際に中国北京市の歴史的町並み保存地区

では複雑な権利関係があり、私的四合院は約 3 分の 1
であり、公的四合院が半分程度を占めている。現状で

は私的四合院に対して、補助金制度を適用しても、町

並み保存事業には、十分ではない。 
第二に、日本の補助金制度の導入は住み続ける私的

四合院の所有者に対して行うことが制度上では支障な

く、導入されやすいといえるが、現地住民の意識調査

を通じて導入の問題点などを解明し、既存計画案に示

されている基準を検討し、具体的な修理基準を作成す

る必要がある。 
第三に、公的四合院については日本の補助金制度の

対象外であるが、全体の半数を占めているので、関連

対策が重要である。中国の保存条例によれば、公的四

合院の私有化政策が積極的に進められるようになると

考えられるが、将来的に私的四合院になった場合、補

助金制度の導入も可能である。しかし、四合院の購入

を待ってから、保存事業を進めるには、時間を非常に

要すると思われる。 
今後、北京市において、保存事業を進め、歴史的町

並みを存続させるには、私的四合院に対して、補助金

制度の導入が重要であり、計画実施に向けて保存対策

を早急に取る必要がある。しかし、従来の公的四合院

に対する保存資金が限られているので、財源の確保対

策が必要であり、公的四合院を私有化するならば、補

助金制度の導入はより大きな効果が期待される。 
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補注 

(1)   1998 年 1月の北京市政府3号令「北京市都市建設総合管理の

条例」によれば、統一開発は都市建設(新市街地開発と既成市

街地再開発)の主な方式であり、個人住宅の建設や特別なケー

スを除き、分散建設を認めない。統一開発の規模は、1994 年

1月の「北京市人民政府による分散建設についての条例」にお

いて4haを超える地区として定められている。 
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